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1． はじめに  
 2050 年のカーボンニュートラルと 2030 年のネイチャーポジティブという二つの目標を

達成させる必要があるなかで再生可能エネルギー導入は重要な課題である。令和元年度環

境白書 2では、再生可能エネルギー供給力がエネルギー需要を上回り、地域外にエネルギー

を販売できる地域と、再生可能エネルギーを他地域から購入する必要がある地域があると

されているなかで、再エネ立地適地は地方の小規模市町村であることが多いが(図 1)、環境

省調査 3では、人口１万人未満の市町村の地球温暖化対策実行計画策定率が 28.7％にとどま

っている。未策定の理由として人員・体制が不足していると回答した市町村が 93％に上っ

た(図 2)。日本全体でカーボンニュートラルを実現するためには、再生可能エネルギーの導

入ポテンシャルが高い地域では、地域のエネルギー需要と供給のバランスがとれた「ゼロカ

ーボン」ではなく、さらに進んだ「カーボンネガティブ」を目指すことが重要である（本研

究では「カーボンネガティブ」を、地域の森林等による CO2 吸収量が地域の産業や民生、

運輸などからの CO2排出量を上回る状態と定義する）。 
本研究では、森林を伐採して大規模な再生可能エネルギー設備を導入する場合には森林

が失われた分だけ CO2 吸収量が減少していることを踏まえ、地域がカーボンネガティブを

目指す方策として二つのシナリオを考えた。一つは再生可能エネルギーを積極的に取り入

れ森林伐採による CO2 吸収量減少はやむを得ないとするシナリオ（再エネ導入型シナリオ）

であり、もう一つは森林による CO2 吸収量を維持するために、再生可能エネルギー導入に 

ついても森林伐採を伴うものは可能な限り抑制しようとするシナリオ（森林保全型シナリ

 
1 昭和女子大学現代ビジネス研究所 研究員 
2 環境省、令和元年版環境白書(https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r01/pdf/1_1.pdf)、2025.10.20 
3 環境省、令和 6 年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査 調査結果

報告書(https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/sakutei5.html)、2025.10.20 
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オ）である。両シナリオの特徴を表１に示す。なお、森林 CO2 吸収量に影響しない最終処

分場やため池などの土地や住宅や公共施設などの建物に設置される太陽光発電設備は両シ

ナリオにおいて推進するものとする。 
環境省では自治体の脱炭素政策を支援するための各種取組を進めており、特に自治体排

出量カルテ 4は、全国の市町村別に排出量データや再生可能エネルギー導入ポテンシャルな

どが示されるなど市町村が対策・施策の重点を抽出するための情報を得ることができる有

用なツールである。しかし、自治体排出量カルテは、森林による CO2 吸収量（以下「森林

吸収量」という。）が考慮されておらず、仮に森林伐採により大規模な太陽光発電施設を導

 
4 環境省、自治体排出量カルテ(https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html)、2025.10.20  

図 1 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 
出典：令和元年版環境白書 
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図 2 市町村の地球温暖化対策実行計画(区域施策編)策定状況(左図)と 
未策定の理由として人員・体制不足と回答する市町村の割合(右図) 

出典：令和 6 年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査 調査結果報告書 
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入した場合に森林吸収量の減少が自治体のカーボンネガティブ実現にどのような影響を与

えるかについては、現状では評価できない。このため、森林保全型シナリオを目指す市町村

にとっては、再生可能エネルギー導入が必要以上に抑制的になったり、逆に再生可能エネル

ギーの導入を進めすぎて森林が大幅に失われ持続可能な地域ではなくなってしまうおそれ

がある。 
 本研究に関連する既往の研究として、これまでに重ら(2021)は、国全体の森林吸収量を森

林面積で按分する簡易な手法で推計し、森林吸収量を考慮した市町村別 CO2 排出量を試算

しており、その結果、人口が少なく森林面積が大きい町村では、吸収量が排出量を上回る結

果となっている。また、安喰ら(2020)は、農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画

を策定した 87 市町村へのアンケート調査を行い、地域便益の創出が再生可能エネルギーの

地域共生に影響していることが明らかになるなどの貴重な知見が得られている。 
 これらの既往の研究を踏まえて本研究では下記の調査・分析を行った。 
① 森林吸収量を考慮した「自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞」を東北地方の全市

町村ごとに作成しその特徴を分析する。 
② 「自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞」を市町村に提示し、再エネ導入型シナリ

オと森林保全型シナリオのどちらが近い考えなのかなどの市町村意向調査を実施し、そ

の結果を分析する。 
 

表 1 再エネ導入型シナリオと森林保全型シナリオの特徴 

シナリオ名 再エネ導入型シナリオ 森林保全型シナリオ 

特 徴 〇森林の伐採を行って積極的に太陽

光発電施設等再生可能エネルギー

の導入を行う 
〇施策は再生可能エネルギー推進条

例や積極的な誘致活動など 

〇森林によるCO2吸収量を確保する

ため森林保全を進め、再生可能エ

ネルギーの導入は抑制する 
〇施策は再生可能エネルギー規制条

例や環境アセスメントの強化など 
メリット 〇固定資産税収や施設のメンテナン

スのための雇用の場などの経済的

なメリット 

〇林業振興などの経済的メリット 
〇土壌保全や水源涵養、生物多様性

保全など森林の多面的機能が維持 
デメリット 〇土砂の地域外への流出事故など環

境への影響や景観への影響がきっ

かけとなった地域反対運動など再

生可能エネルギー全体への地域の

拒否反応につながるおそれ 

〇再生可能エネルギー規制条例制定

が森林以外の地域全体への再エネ

導入を慎重にさせるおそれ 

著者作成 

2． 研究方法 
2．1 自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞の作成 
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 森林吸収量について、国では 2030 年までに温室効果ガス排出量 2.7%に相当する量を目

標として森林整備等が行われており、毎年国全体の森林吸収量は取りまとめてホームペー

ジで公表されているが、市町村別の数値は 2025 年時点においては公開されていない。環境

省の算定手法マニュアル 5では、森林吸収量推計手法として表 2 のとおり 3 つの手法が例示

されているほか、独自に推計手法を確立している場合、その手法を活用することも可能とさ

れている。いずれの手法の算出に必要な市町村別のデータは現時点では公表されておらず、

市町村はこれらの推計手法又は独自の手法により推計している。本研究では、重ら(2021)の
手法を参考に日本の温室効果ガスインベントリ報告書に掲載された森林吸収量を市町村別 
 

表 2 環境省の算定手法マニュアルに示された森林吸収量の推計方法 
 推計手法 対象とする森林 必要なデータ 

1 森林全体の炭素蓄積変化

を推計する手法 
森林計画対象森林 2 時点以上の森林蓄積の情

報 

2 森林吸収源対策を行った

森林の吸収のみを推計す

る手法 

森林計画対象森林のうち、森

林吸収源対策が行われた森林 
森林の施業や保護の実施実

績の詳細情報、収穫表 

3 森林吸収源対策を行った

森林の吸収のみを推計す

る簡易手法 

森林計画対象森林のうち、森

林吸収源対策が行われた森林 
森林施業の実施された面

積、保護された面積 

出典：環境省の算定手法マニュアルより著者作成 

 
𝑅𝑅 = 𝐴𝐴 × 𝐵𝐵                  (式 1) 
記号 名称(単位) 算出方法 

R 森林吸収量 
(t-CO2/年) 

 

A 森林面積 

(ha) 

農林業センサス 2020 年 第 1 巻都道府県別統計書 第 7 表農山村地

域調査 2 所有形態別林野面積(3)現況森林面積 6(市町村別) 

B 森林吸収係数 
(t-CO2/ha/年) 

日本国温室効果ガスインベントリ報告書 別添 9-2 表 A9-3 NDC-
LULUCF 活動による計上量のうち、新規植林・再植林、森林減

少、森林経営の計／農林業センサス 2020 年 第 1 巻都道府県別統

計書 第 7 表農山村地域調査 2 所有形態別林野面積(3)現況森林面

積(全国計) 

 
5 環境省、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）Ver.2.2 
(https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/kuiki_santei.pdf)、2025.10.20 
6 総務省統計局、農林業センサス 2020 年 
(https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00500209&tstat=000001032920) 、2025.10.20 
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に公表されているデータを用いて按分することで簡易に推計を行った。このため人工林・天

然林の別や森林の管理状況等による差を反映することはできていない。具体的な森林吸収

量の算定方法は式 1 の通りである。本研究では、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、

福島県、新潟県の 7 県の全市町村分の平成 30 年から令和 4 年までの森林吸収量を推計し、

国の自治体排出量カルテと統合して「自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞」として市

町村別に作成した（図 3）。市町村担当者がそもそも自治体排出量カルテを知らない可能性

もあったため、市町村に送付する際には自治体排出量カルテも同封した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．2 市町村意向調査 
 再エネ導入型シナリオと森林保全型シナリオのどちらが近い考えなのかなどの市町村意

向調査を行った。対象は青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県の 7 県

の全 257 市町村である。アンケート項目は、シナリオを問う以外に自治体排出量カルテの

認知度、活用度や地域における大規模再エネ事業の導入状況など表 3 のとおりである。ア

ンケートは 179 市町村から回答があった(回答率 70％)。以後の図表については特に記載が

ない場合は N＝179 である。 
 
3． 研究結果 
3。1 自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞ 
 森林吸収量が CO2 排出量を上回った市町村を図 4 に示す(7 県 38 町村)。森林面積が大き

い町村だけでなく、森林吸収量自体は大きいわけではないが、人口が少ないなど相対的に排

出量が小さい町村も該当する結果となった。 

図 3 自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞ 
著者作成 
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表 3 アンケート調査概要 
調査日時 2025 年 7～8 月 
調査方法 東北地方の全 257 市町村に送付、郵送またはメールによる回収 
調査項目 (1) 自治体排出量カルテの認知、活用状況 

(2) 森林等による CO2 吸収量の把握状況 
(3) 地域の大規模再エネ施設(法アセス対象規模)導入状況 
(4) 再エネの地域裨益内容の決定状況 
(5) 再エネの地域導入メリットとして重要と考えているもの 
(6) 再エネ導入型と森林保全型のシナリオのどちらに近いか 

回答方式 選択式 
 
 
 
  

新潟県(3 町村) 
図 4 森林吸収量の推計結果が地域の CO2排出量を上回った市町村 

青森県(6 町村) 岩手県(5 町村) 宮城県(1 町) 秋田県(3 町) 

山形県(6 町村) 福島県(14 町村) 
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3．2 市町村意向調査 
(1) 自治体排出量カルテの認知、活用状況 

 本設問は、令和 3 年度に国が全国の自治体に対して実施した調査 7と同様の設問である。

結果を図 5 に示す。4 年前の調査では、「存在を把握していない」や「存在は把握している

が特段活用していない」が回答の上位であったが、今回の調査ではそれらの回答が減少し、

一方で、目標設定や施策の検討に活用しているとの回答が増加した。調査対象が令和 3 年

度調査は全国で、本調査は 7 県の調査で異なることから結果を単純に比較することはでき

ないが、市町村において自治体排出量カルテの認知、活用が広がっていると推察される。 

  
 
 
 
カルテの存在は把握しているがカルテを活用していないと回答した団体に未活用の理由

を聞いた結果を図 6 に示す。4 年前の全国調査結果では「独自に各種情報の収集・分析を実

施している」との回答が最も多かったが、今回は「どういった情報が掲載されているのかを

把握していないため」が 9％で最も多く、「独自に各種情報の収集・分析を実施している」

が 8％であった。この結果の差については、「独自に各種情報の収集・分析を実施している」

と回答した市町村は国の調査結果で特例市以上の大規模団体の回答が多いと分析されてお

り、今回の調査対象に大規模団体数が少なかったことが理由と推察される。 

 
7 環境省、地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査の結果 

(https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/sakutei5.html)、2025.10.20 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

目標設定に活用

施策の検討に活用

コミュニケーションツールとして活用

存在は把握しているが，特段活用していない

存在を把握していなかった

R7本調査(東北地方，N=179) R3全国調査(N=571)

図 5 自治体排出量カルテの活用状況 
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(2) 森林等による CO2 吸収量の把握状況 
 森林等による CO2 吸収量の把握状況についての問いに対する結果を図 7 に示す。把握し

ていない割合が 54％と半数を超える状況であった。また、環境省のマニュアルに基づいて

算定している団体は 31％であった。 

 

 
 
 
森林等による CO2 吸収量を把握していない市町村にその理由を聞いた結果（複数選択）

を図 8 に示す。把握する必要性が低い（森林面積が小さい、算定対象に含めていない）と回

答する市町村よりも把握したいが環境省マニュアルに基づき方法による推計が難しいと回

答する市町村が全体の約半数であった。森林吸収量は、公開データだけでは推計が難しく、

そのため市町村担当者としては森林面積などの基礎数値の収集も負担になっていることが

推察される。  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

どういった情報が掲載されているのかを把握してい

ないため

必要となる情報が整理されていないため

独自に各種情報の収集・分析を実施しているため

その他

R7本調査(東北地方，N=42) R3全国調査(N=220)

54%
31%

15%
把握していない

環境省マニュアルに基づいて算定・把握

環境省マニュアル以外の方法で算定・把握

図 6 自治体排出量カルテを活用していない理由 

図 7 森林等による CO2 吸収量の把握方法 
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(3) 地域の大規模再エネ施設(法アセス対象規模)導入状況 
 環境影響評価法の対象規模以上の大規模な再エネ施設の市町村内での稼働状況を図 9 に

示す。39％の市町村において大規模な再エネが稼働している。まだ稼働している市町村に再

エネ施設の運営主体について質問した結果、図 10 のような回答を得た。市町村外の民間企

業が大多数であった。 

 

0 20 40 60

森林面積が小さく（又は都市面積が大きく），把握す

る必要性が低い

森林等によるCO2吸収量をゼロカーボン宣言や実

行計画（区域施策編）の算定対象に含めておらず，

把握する必要性が低い

把握したいが，環境省マニュアルに基づく方法が難

しい(データ入手困難，計算方法難解等)

その他
N=95

39%

54%

7%

稼働している

稼働していない

わからない

図 8 森林等による CO2 吸収量を把握していない理由 

図 9 大規模な再エネの稼働状況 
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また、大規模な再エネを今後もさらに導入するべきかとの問いに対する回答を図 11 に示

す。導入するべき、どちらかといえば導入するべきとの回答は全体の 1/3 程度であった。 

 
 

(4) 再エネの地域裨益内容の決定状況 
 再エネ事業の地域裨益内容について地域と事業者のどちらが主導的に決定しているのか

についての問いに対して事業者・どちらかと言えば事業者の回答割合が 1/3 で、地域・どち

らかと言えば地域よりも多い結果となった(図 12)。 
 
 
 
 
 

 
 
 

0 10 20 30 40 50 60 70

自治体

市町村内の民間企業

市町村外の民間企業

その他
N=69

10%

23%

61%

5%

1%

導入すべき

どちらかと言えば導入すべき

どちらともいえない

どちらかといえば導入すべきでない

導入すべきでない

図 10 大規模な再エネの運営主体 

図 11 大規模な再エネに関する考え方 

19 14 54 8 4 55

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業者 どちらかといえば事業者

どちらともいえない どちらかといえば地域(自治体・住民)
地域(自治体・住民) その他(経済的地域還元はないなど)

図 12 大規模な再エネに係る地域裨益内容の決定者 
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(5) 再エネの地域導入メリットとして重要と考えているもの 
 再エネの地域導入メリットとして重要と考えているものについて上位 3 項目を回答した

結果を表 4 に示す。市町村が設置する基金等への寄附よりも、地域内での経済循環を推進

する取組や雇用や防災、農業振興など地域課題の解決に資する取組に対する地域の期待が

強いことが分かった。 
 

表 4 再エネの地域導入メリットとして重要と考えているもの 

 
 
(6) 再エネ導入型と森林保全型のシナリオのどちらに近いか 
 森林を伐採して再生可能エネルギーを導入する場合は、森林が失われた分 CO2 吸収量が

減少することから、市町村の森林を活用した温暖化対策の方向性として、２つのシナリオ

(表 1)を提示しどちらの考え方に近いかとの設問に対する回答を図 13 に示す。再エネ導入

型・どちらかと言えば再エネ導入型と回答した市町村(10％程度)よりも、森林保全型・どち

らかと言えば森林保全型と回答した市町村（40％程度）と多い結果であった。 
 

 
 

 
3．3 本章の小括 
 本章では、森林吸収量を考慮した自治体排出量カルテの分析結果と、市町村へのアンケー

域内への安価な再エネの供給や域内での経済循環を推進する取組 121

再エネの非常時の災害用電源としての活用や，EVシェアリング，グリーンスローモビリティの導入・活用等他の政策分野の課題解決にもいかす取組 79

保守点検等の再エネ事業の運用に係る人材の地元での雇用創出人材育成 73

施工や運用に係る地元の事業者との協働 57

耕作放棄地・荒廃農地で農業の再活用への見込みのないものの有効活用 41

市町村が設置する地域振興等に係る基金への寄附 26

再エネ事業会社の地域内での新設や移転 14

再エネ事業に伴う発電余熱の施設園芸への活用や，燃焼残渣物の有機肥料としての活用等の取組 9

再エネ設置に際して整備する作業用通路の農林業者等への供用 9

収益等を活用し高齢者の見守りサービスや移動支援等の取組 7

発電施設・敷地等を活用した獣害対策 6

地元の事業者や学生への技術の共有，教育プログラムの提供等の実施 5

地域金融機関や地域住民のファイナンス主体としての事業への参画 2

6 14 83 49 25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

再エネ導入型 どちらかと言えば再エネ導入型

どちらともいえない どちらかといえば森林保全型

森林保全型

図 13 森林を活用した地球温暖化対策の方向性 
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ト調査結果をもとに地域における森林保全と大規模再生可能エネルギー導入をめぐる現状

を整理した。その結果、森林保全を重視する意識が高い市町村が多い一方で（図 13）、森林

吸収量の把握が十分に進んでおらず（図 7、図 8）、政策判断に必要な基礎情報が不足して

いる実態が明らかとなった。 
また、大規模再生可能エネルギーについては、一定数の市町村で稼働実績があるものの

（図 9）、その運営主体は域外事業者が中心であり（図 10）、地域側が主体的に意思決定や

便益配分に関与できていない状況、または地域裨益が十分に考慮されていない状況が見ら

れた（図 12）。 
これらを総合すると、市町村では森林保全への配慮を意識しつつも、森林吸収量に関する

定量的な判断材料や再生可能エネルギー導入に伴う地域への裨益内容に関する情報が不足

しているため、大規模再生可能エネルギーをどの程度導入すべきかの判断がしづらい状況

に置かれている。すなわち、森林保全を優先したいという意向を持ちながらも、地域への裨

益内容が十分に示されておらず、代替となる脱炭素手段について十分な検討が行えないと

いう構造的な課題が存在することが示唆された。 
 
4． おわりに 
 本研究では、森林吸収量を考慮した「自治体排出量カルテ＜森林吸収量考慮版＞」を東北

地方の全市町村ごとに作成し、その特徴を分析するとともに、「自治体排出量カルテ＜森林

吸収量考慮版＞」を市町村に提示し、再エネ導入型シナリオと森林保全型シナリオのどちら

が近い考えなのかなどについて市町村意向調査を実施しその結果を分析した。その結果、森

林吸収量が地域の CO2 排出量を上回るカーボンネガティブの状況にある市町村が存在する

こと、また、市町村へのアンケート調査により、森林吸収量の把握が進んでいないこと、そ

の理由として把握したいが環境省マニュアルの算定方法が難しい状況にあることが明らか

になった。 
これらの結果から、森林保全と大規模再生可能エネルギー導入を両立した地域の脱炭素

政策を検討する上で、排出量と吸収量を統合的に把握できる基礎情報の整理が重要である

ことが示された。あわせて、地域裨益の内容に関する事例集の作成など、地域の意思決定を

支援する枠組みの必要性が示唆された。 
本研究による森林吸収量は簡易的な手法により算定したものであり、全国のデータと整

合した市町村別の森林吸収量を把握可能とするデータの整備が今後期待される。今後は、本

アンケート調査に関して、実行計画（区域施策編）策定状況や人口、財政力など市町村の現

状とのクロス集計を行うなど、さらに分析を行って知見を得ていくこととしたい。 
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